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調査の概要 
 

１ 調査の目的 

「法人土地・建物基本調査」は、土

地・建物の所有・利用状況等に関する実態

を全国及び地域別に明らかにし、土地の有

効利用を的確に進める上で必要となる基礎

的な統計データを収集・整備することを目

的としている。 

本調査は、前身の「法人土地基本調査」

を平成５年に開始して以来５年ごとに実施

しており、平成 25 年調査はその５回目に

当たる。 

 

 

２ 調査の対象 

国及び地方公共団体以外の法人で、日

本国内に本所、本社又は本店を有するもの

のうち、資本金１億円以上のすべての会社

法人と、資本金１億円未満の会社及び会社

以外の法人のうち国土交通大臣が定める方

法により選定した法人の約 49 万法人を調

査対象とした。ただし、調査票Ｂについて

は資本金１億円以上の会社法人を調査対象

とした。 

なお、調査対象法人の具体的な選定方

法については、「付３ 標本抽出方法及び

結果の推定方法」を参照されたい。 

 

 

３ 調査の時期 

調査は、平成 25 年１月１日現在により

実施した。 

調査対象期間は、調査票Ａは平成 25 年

１月１日時点、調査票Ｂは平成 24 年１月

１日から平成 24 年 12 月 31 日の期間とし

ている。 

 

 

４ 調査事項 

調査に使用した調査票は、調査票Ａ及

び調査票Ｂで構成されている。 

調査票Ａは調査対象法人の全法人に対

する調査の調査票であり、調査票Ｂは調査

対象法人のうち、資本金１億円以上の会社

法人に対する調査の調査票である。 

各調査票では、以下の項目について調

査した。 

 

＜調査票Ａ＞ 

Ⅰ 貴法人について 

１ 法人の名称 

２ 法人の本所・本社・本店の所在地 

３ 組織形態 

４ 資本金、出資金又は基金の額 

５ 業種 

６ 常用雇用者数 

７ 支所・支社・支店の数 

 

Ⅱ 土地の所有状況について 

８ 所有する土地の有無 

９ うち本所・本社・本店の敷地所有状

況 

 

Ⅲ 貴法人が所有する土地について 

Ⅲ－(１) 「宅地など」（「農地・林地」

以外の土地）について 

10 所在地 

11 土地の所有形態 

12 土地の所有面積 

13 土地の取得時期 

14 土地の貸付の有無 

15 土地の利用現況 

16 棚卸資産か否か 
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17 信託受益権か否か 

 

Ⅲ－(２) 「農地・林地」のうち、棚卸資

産（他者への販売を目的として所有し

ている土地）について 

18 所在地 

19 土地面積の合計 

 

Ⅲ－(３) 「農地・林地」のうち、棚卸資

産以外の土地（有形固定資産）につい

て 

20 所在地 

21 土地面積の合計 

 

Ⅲ－(４) 特殊な用途の土地について 

22 所在地 

23 土地の用途 

24 件数 

25 土地面積の合計 

 

Ⅳ 建物の所有状況について 

26 所有する建物の有無 

 

Ⅴ 貴法人が所有する建物について 

Ⅴ－(１) 工場敷地以外にある建物（延べ

床面積 200 ㎡未満）について 

27 延べ床面積 200 ㎡未満の建物棟数・

合計床面積 

 

Ⅴ－(２) 工場敷地以外にある建物（延べ

床面積 200 ㎡以上）について（土地を所

有している場合） 

28 所在地 

29 敷地の権原 

30 延べ床面積 

31 構造 

32 建築時期 

33 建物の利用現況 

34 建物の貸付等（貸付目的での所有の

有無等） 

35 信託受益権か否か 

 

Ⅴ－(３) 工場敷地以外にある建物（延べ

床面積 200 ㎡以上）について（土地を所

有していない場合） 

36 所在地 

37 敷地の権原 

38 延べ床面積 

39 構造 

40 建築時期 

41 建物の利用現況 

42 建物の貸付等（貸付目的での所有の

有無等） 

43 信託受益権か否か 

 

Ⅴ－(４) 工場敷地にある建物について

（土地を所有している場合） 

44 所在地 

45 敷地の権原 

46 延べ床面積 

47 構造 

48 建築時期 

49 信託受益権か否か 

50 建物の有形固定資産額 

 

Ⅴ－(５) 工場敷地にある建物について

（土地を所有していない場合） 

51 所在地 

52 敷地の権原 

53 延べ床面積 

54 構造 

55 建築時期 

56 信託受益権か否か 

57 建物の有形固定資産額 

 

＜調査票Ｂ＞ 

Ⅰ 土地の取得および売却などの状況につ

いて 

１ 土地の取得および売却などの有無 
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Ⅱ 取得および売却などした土地について 

Ⅱ－(１) 棚卸資産以外の土地（有形固定

資産） 

２ 面積 

３ 帳簿価格 

４ 売買区画数 

 

Ⅱ－(２) 棚卸資産（他者への販売を目的

として所有している土地） 

５ 面積 

６ 帳簿価格 

７ 売買区画数 

 

Ⅲ 都道府県毎の取得および売却などした

土地について 

Ⅲ－(１) 都道府県毎の棚卸資産以外の土

地（有形固定資産） 

(a) 購入した土地 

８ 都道府県 

９ 合計面積 

10 帳簿価格合計 

11 購入区画数 

 

(b) 売却した土地 

12 都道府県 

13 合計面積 

14 帳簿価格合計 

15 売却区画数 

 

Ⅲ－(２) 都道府県毎の棚卸資産（他者へ

の販売を目的として所有している土地） 

(a) 購入した土地 

16 都道府県 

17 合計面積 

18 帳簿価格合計 

19 購入区画数 

 

(b) 売却した土地 

20 都道府県 

21 合計面積 

22 帳簿価格合計 

23 売却区画数 

 

 

５ 調査の方法 

調査は往復郵送により実施した。その

際、調査対象法人への調査票の送付は、国

土交通省が行った。 

また、調査票の回収は、会社法人及び

全国規模の会社以外の法人については国土

交通省が行い、その他の会社以外の法人に

ついては法人が所在する都道府県を通じて

行った。 

なお、希望する法人についてはオンラ

インによる回収も併せて実施した。 

 

 

６ 集計及び結果の公表 

この調査の集計は、速報集計及び確報

集計の２種類となっており、集計結果はイ

ンターネットへの掲載、報告書の刊行によ

り公表する。 

なお、速報集計では資本金１億円以上

の会社法人についての概算値であり、確定

した数値は、追って公表する確報集計結果

による。 
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（参考）調査の沿革 

平成 20 年調査までは、「法人土地基本

調査」、「法人建物調査」及び「世帯に係

る土地基本統計（総務省「住宅・土地統計

調査」の転写・集計により作成）」を「土

地基本調査」と総称して実施・作成してき

たところである。このうち、平成 25 年調

査からは、政策的利用拡大の観点から、こ

れまでの土地・建物のストック状況を捉え

る「法人土地基本調査」（平成５年から５

年周期で実施、基幹統計調査）及び「法人

建物調査」（平成 10 年から５年周期で実

施、承認統計調査（一般統計調査に相当））

に、主に土地のフロー状況を捉える「企業

の土地取得状況等に関する調査」（昭和

48 年から毎年実施、一般統計調査）を加

えた３つの統計調査を統合し、「法人土

地・建物基本調査」（基幹統計調査）とし

て実施した。 

今回調査及び従前実施されてきた調査

の詳細な沿革は下記のとおりである。 

 

○法人土地・建物基本調査 

平成 25 年に統計法(平成 19 年法律第 53

号）に基づく基幹統計調査として実施（今

回調査） 

 

○法人土地基本調査 

平成５年に統計報告調整法(昭和 27 年法

律第 148 号。以下同じ。)に基づく承認統

計調査として第１回目を実施 

平成 10 年に統計法(昭和 22 年法律第 18

号。以下、「旧統計法」という。)に基づ

く指定統計調査として第２回目を実施 

平成 15 年に旧統計法に基づく指定統計

調査として第３回目を実施 

平成 20 年に旧統計法に基づく指定統計

調査として第４回目を実施 

 

 

○法人建物調査 

平成 10 年に統計報告調整法に基づく承

認統計調査として第１回目を実施 

平成 15 年に統計報告調整法に基づく承

認統計調査として第２回目を実施 

平成 20 年に統計報告調整法に基づく承

認統計調査として第３回目を実施 

 

○世帯に係る土地基本統計 

平成５年に統計報告調整法に基づく承

認統計調査として、｢土地基本調査世帯調

査｣の名称で第１回目を実施 

平成 10 年に旧統計法に基づく指定統計

調査として実施された｢住宅・土地統計調

査｣の結果を転写・集計 

平成 15 年に旧統計法に基づく指定統計

調査として実施された｢住宅・土地統計調

査｣の結果を転写・集計 

平成 20 年に旧統計法に基づく指定統計

調査として実施された｢住宅・土地統計調

査｣の結果を転写・集計 

 

○企業の土地取得状況等に関する調査 

昭和 48 年に統計報告調整法に基づく承

認統計調査として第１回を実施し、平成

24 年まで毎年実施 


